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計画書の名称について

1 本計画書は、計画書全体の基本理念や基本国標を共有する、第4期平塚市地

11或福祉計画、第 3期平塚市地域福祉活動計画、第 1期平塚市自殺対策計画、第

11期平塚市成年後見制度利用促進計画、第 1期平塚市生活困窮者自立支援計画

|の 5計画によって構成されています。

1 計画書全体を表す筈称については「平塚市地以福祉リーディングプラン」と

します。これは、社会福祉法の改正により、地域福祉計画が福祉の各倉野にお

いて共通する事項を定める計画として、いわば地域における福祉のあリフjを リ

ードする計画であることが明確化されたことや、地域福祉に関連する様ノマな分

野の計画を一体化したことなどによるものです。

なお、本計画書において、それぞれのB各称は次のとおりとします。

平塚市地域福祉リーディングプラン ・
第4期平塚市地域福祉計画  ・・・・・

第3期平塚市地上或福祉活動計画  ・・・

第 1期平塚市自殺対策計画  。・・・・

第 1期平塚市成年後見制度利用促進計画

第 1期平塚市生活困窮者自立支援計画

本計画書

第4期地上或福祉計画

第 3期地域福祉活動計画

自殺対策計画

成年後見促進計画

困窮者支援計画



は じめに

園本社会では、料未的にますます人口減少や)｀ 子島船化が急処に進晨 してい

きます。こうしたヤ、多くの人は、年船や性房]、
「幸がいの有無にかかわらず、

住み慣れた地域で、その人 らしくいきいきと堂かで白立 した生活を送ることが

できる地或社会の実テ几を空んでいるに整いありません。

福社分野では、複谷的なF,]題 を抱える'L}帯 への丈波がこれからの大 きな採筵

です。白殺対衆や成午後兒制度の赤]用 イ′【進、生活困窮若への史挨などについて

は、近年、法律が制定 。
,史工 され、各施案をオ仁進する行炊計働の漿定が求めら

れています。また2018年 には社会福祉法が,欠工 され、地域の人々が史えあ

い、一人ひとりの来らしと生 きがいを惑 じられる地域 をともにむ1つ てい くこと

のできる社会 (地域共生社会)の 実現 を目指 した、地威福祉計働の位置づけが

,安 イ七されています。

そこで木市では、これらの動 きを踏 まえ、地域福祉計働、白級対衆針働、成

年後几制友オl用 イ足進計働、生活困窮オ白立史挨計働に、千塚市社会福祉協義会

が衆定する地颯福祉活動計働をカロえた5つ の計働を、一体的に衆定 しました。

この針働を「千塚市地域福祉 リーディングプラン」 と名づけ、本市の福祉分野

をリー ドする、籠谷的な計働と位置付けています。

今後は、本計働の基本テ里念 「わたしたち一人ひとりが輝 く (か がや く)共生

のまら でノ`らつか」の実現のために、各事業を若実に推と していきます。 さま

ざまな生活録題 を抱 えた人の困りごとに気づ き、迪物 な丈挨につながり、一人

ひとりの権琴lが守 られ、人材や組織が有ら、市民の野さまが2い に史えあう地

域 (地成共主力の高い地域)づ くりを目指 します。これによって、市民の士さ

まが一方的にサービスなどの「史け手」 となるのではなく、それぞれの力をアぇ(

オ軍‐し、白らの行意分野を汚か して地域汚動の「史え手」にもなれると確竹 して

います。

結びに、本計働の条定にあたり熱のこもった御議お を貝

'ブ

リ、多 くの作P意 えを

お寄せ くださった千琢市地或福祉計働衆定奏見、白殺対衆、成午後几常1声入ォl用

イ足進、生活困窮若白立史挨の各_懇 話会構成夙の背さまをはじめ、パブリックコ

メント等で☆童な御意え、御提官をいただいた市民の普さまに厚くお礼ヤし上

げます。

“平成31年 (2019年 )3月  雅途静負燐 党井ム
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第 6章 第 1期平塚市自殺対・策計画

第 6童 1期平塚市 自殺対 計 画

1 自殺対策計画 とは

我が国の自殺者数は、1998年以I等、2011年まで 14年連続で 3万人を

超える状態が続いていたため、国は 2006年に「自殺対策基本法」を制定 し

ました。それまで、自殺に関してはあくまで「l固 人の問題」と認識されがち

でしたが、自殺対策基本法を契機として、自殺は「社会の問題」であると広

く認識されるようになってしヽます。

その後、国は 2007年 に「自殺総合対策大綱」を策定、2016年 には自

殺対策基本法を一部改正し、2017年に新たな自殺総合対策大綱を閣議決定

しました。改正自殺対策基本法第 13条第2頃において、市町村には国が定

める「自殺総合対策大綱」や都道府県の自殺対策計画そして地域の実情を勘

案 して、自殺対策計画を策定することが義務付けられました。

本市においても、2003年から 2005年までの 3年間の年間平均自殺者

数が 50人という深刻な事態を重く受け止め、市民のこころと命を守るとしヽ

う観点に立ち、本市の自殺対策の基本理念を明らかにするとともに、基本的

施策を定め、市長が本市の状況に応 じた具体的な施策を請するよう、2007
年に全国で初となる自殺対策の条例「平塚市民のこころと論を守る条例」が

議員提案され、可決されました。そして条例に基づき、自殺対策に関する総

合的な取組を「こころと命のサポート事業」と位置付け、市民への積極的な

啓発をはじめ、人材育成や関係機関間の連携強化に取り組んでいます。

第 3期地域福祉計画にあいても自殺対策に関する項目を位置付け、さまざ

まな取組を行つていますが、自殺対策基本法が一部改正されたことや新たな

自殺総合対策大綱がFtS議決定されたことを受け、深亥」な悩みを抱える身近な

人からのサインに気づき、適切な支援へつなげることができる地域づくりを

目指し、国 (自殺総合対策推進センタ▼)が本市の自殺実態を分析 した「地

域自殺実態プロファイル (以下「プロフアイル」という。)」 に基づく重点的
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第 6章 第 1期平塚市自殺対策計画

な取組をはじめとする「第 1期平塚市自殺対策計画 (以下「自殺対策計画」

という。)」 を策定することとしました。

2 自殺対策に関する現状と課題

(1)自 殺対策に関する現状

(国の状況)

1998年の急増以l鋒、年間 3万人超と高止まっていた年間自殺者数は、

2010年以降 7年連続して減少し、2015年には 1998年の急増前の水準

となりました。しかし、それでも 20歳未満は 10万人当たりの自殺による

死亡者数 (以下「自殺死亡率」という。)が、1998年以降おおむね横ばい

であることに加えて、20歳代や 30歳代における死因の第一位が自殺であ

り、年間自殺者数は減少傾向にあるものの依然として 2万人を超えているこ

とから、非常事態はいまだ続しヽている状況です。

全国の自殺者数の推移

目 隠 翻 躙 屈 題 肝 魏態負驚 嫁 。>李盤惨 (魏雰J盛統 離 と

て八 )
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第 6章 第 1期平塚市自殺対策計画

(平塚市の状況)

ア 年間自殺者数

本市の年間自殺者数は、2007年からの推移をみると減少傾向ではありま

すが、増減を繰り返しています。自殺者の推移を性別で比較すると、女性よ

り男性の自殺者が多い状況です。

72

66
62

56

平塚市の自殺者数の推移 (2007年～2017年 )
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(出 典 :警察庁自殺統計)

イ 自殺死亡率

本市の自殺死亡率は、全国と比較 して低い水準にあ りま したが、2015年

か らほぼ圃水準であ り、2017年 は 18,3とな っています。
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第 6章 第 1期平塚市自殺対策計画

自殺死亡率の推移 (全国・ 神奈川県・ 平塚市 ) (単位 :人 )

3010

2510

20,0

15.0

1010

5.0

学 平塚市 +神 奈川県 ― 全国

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013空F 2014年 2015年 2016年 2017空再

一 平塚市 27.7 18,生 21.8 20.6 25,7 16.8 23.9 12,7 生6.7 14,4 18.3

寺 神奈)|1県 20,8 20,4 21,4 21,4 21.1 18.8 1717 16.1 15,8 13,7 14,1

― 全国 25,9 25,3 25.6 24.7 24,1 21,8 21,1 19,6 18.6 17 16.5

(出 典 :警察庁自殺統計)

ウ 年代別自殺者数

本市の年代別自殺者数の傾向として、40歳 代から60歳 代までが多く、

2013年から2017年までの 5年間の累計では、40歳代が一番多く 44人、

60歳代 39人、50歳代 31人の順にな つています。30歳代以下の若い年

齢層でも 20歳代は 29人 おり、30歳代 22人、19歳以下 8人 とな ってい

ます。また、70歳代以上の高齢者層でも、70歳代 26人、80歳以上 23

人とな っています。

工 職業別自殺者数

本市の職業別の自殺者数の傾向として、2013年ズ〕`ら 2017年までの5

年間の累計では、「被雇用・勤め人」が一番多く 70人、次いで「その他無職

者」が 53人、「年金受給者」が 43人おり、続いて「主婦」23人、「学生・

生徒」10人、「失業者」 8人 となってしヽます。
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オ 原因・勒機別自殺者数

本市の原因・動機別自殺者数の傾向として、2013年から 2017年まで

の 5年間の緊計で、「不詳」を除くと、「健康 Fロロ題 (身体やこころの病気につ

いての悩み)」 が最も多く 84人、次いで「家庭 Fo日 題」が 35人、「経済・生

渚 F口]題」が 30人、「勤務問題」が 17人おり、「その他」9人、「男女問題」

6人のlll頁 になつています。

なお、自殺に至る原因・動機については、「不詳」が最も多く、直接の原因

を特定できないことがあります。また、原因・動機は一つではなく、さまざ

まな要因が複雑に絡み合ってしヽることが多いと言われています。

力 国が示す本市の主な自殺の特徴

プロフアイルでは、「高齢者」、「生活困窮者」、「勤務・経営」区分の自殺が

多く、重点的に取り組む項目となつています。

平塚市の主な自殺の特徴 (特別集計 (自 殺 日・住居地、2012年 ～2016 年合計 ))

(出 殺 合対策推進センター「自殺実態プロファィル」)

※ 1 順位は、自殺者数の多さに基づしヽたものです。

11≧

上位 5区 分※1 自殺者数
5年 計

割 合
自殺率

※2

(10万 対 )
背景にある主な自殺の危機経路※3

1位 :男 性 60歳 以
上無職同居

28 12.80/0 29,7 失業 (退職 )

み (疲 れ)+
脳の護

殺
介
自

十

↓

苦
患

活
疾

生
体

↓
身

2位 :男 性 40～ 59
歳有職同居

24 11.00/0 17 1

配置転換→

の悩み +仕
自殺

→職場の人間関係
失敗→ うつ状態→

労

の

過
事

3位 :女 性 60歳 以
上無職同居

21 9.60/0 13,9 身体疾患→病苦→ うつ状態→自殺

4位 :男 性 60歳 以
上無職独居

16 7.3% 93.3 (退 職)+死別 日離別→うつ
→将来生活への悲観→自殺

業
態

失
状

5位 :男 性 20～ 39

歳無職同居
16 7.3% 67.1 ★禿卿 鵬 鵜

→ うつ状態→ 自殺
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※2 自殺死亡率の母数 (人 □)は、2015年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて
推計しました。

※3 NPO法 人自殺対策支援センターライフリンクが行つた 500人 以上の自殺で亡くなった
方につしヽての実態調査から、自殺は平均すると4つの要因が連鎖 してSIき 起こされてお
り、それらの要因の連a貞 のプロセスは、性、年代、職業等の属性によって特徴が異なる
ことが明らかになりました。(詳細は「自殺実態白書 2013」 (NPO法人自殺対策支援
センターライフリンク)

(2)自 殺対策を取 り巻 く諸課題

本市にあいては、さまざまな自殺対策の取組を進めているところですが、

本市の状況や国の示した「平塚市の主な自殺の特徴」を踏まえ、次のような

課題が抽出されます。

○ プロフアイルにあるとおり、「高齢者」、「生活困窮者」、「勤務・経営」区

分の自殺が多くなつており、重点的に取り組む財要があります。

〇 年代別自殺者数では、60歳代が二番目に多く 70歳代以上でも 30歳

代より多くなっており、高齢者を支援する施設等と連携して、取り組むこ

とが%要です。

○ 職業別自殺者数では、「被雇用・勤め人」が一番多くなつており、事業所、

特にメンタルヘルス対策に遅れがあるとされている小規模事業所には、情

報提供も含めた取組が嚇要です。

○ 原因・勒機別自殺者数では、「不詳」を除くと、「健康 Pロロ題 (身体やここ

ろの病気についての悩み)」 が一番多く、次に「家庭問題」、「経済・生渚間

題」が多くなつてしヽることから、「健康問題」では、相談先の情報、こころ

の健康やうつ病などに関する正しい理解の普及啓発などが、複合的な課題

を抱えることもある生活困窮者に対しては相談支援が財要です。

0 2017年 の本市における 10歳代の自殺者が 2016年にとLべて増加し

ていること、また、2017年 7月 から 8月 までに実施した市民意識調査で

は、「自殺対策として大切、充実させるべきと周うことはイUか」という質問

に対して、「若年層への『いのちの大切さ』を学心ヽ教育」とした回笞が最も

多かったことから、月童生徒へ命の尊さ・大切さを学心ヽ教育の機会を充実
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させていくことが財要です。

O NPO法 人自殺対策支援センターライフリンクが行つた実態調査から、

自殺は平均すると4つの要因が連鎖してSIき起こされ、その連鎖のプロセ

ス (自 殺の危機経路)は、性、年代、職業等の属性によって特徴が異なる

とされていることから、さまざまな関係機関等が相互に連携し、適切な支

援につなぐ財要があります。

コ巧ム ,5子どもの頃殉Bら命の六t耐とを学ぶ地域での取組

子どもたちが自分や相手のことを大切にし、自分のことを肯定できる

気持ちを育む取組を、関係団体、中学校、市が協働し行つています。

命の大切さや生活上の困難やストレスに直面した時の対処アj法などを

学ぶ請漂会を中学校で実施しています。講演を聞いた生徒からは「困っ

てしヽる疲達がいたら話を聞いてあげたいと,胃、ったし、自分が困っている

時にも相談しようと思つた。」と

しヽつた感想が寄せられています。

また、中学校にご協力いただき、

「命の大切さ」や「人と人とのつ

ながり、絆」などをテーマにした

「自殺予防啓発ポスター」の作成

の他、自殺ラ防啓発街頭キャン

ペーンに参加 してもらっています。
中学生作成の自殺予防

さらに、中学校生徒が保育園で    啓発ポスター (駅前地下道)

小さい子どもと,6~ヽ れあうことで、命の専さを感 じてもらうとともに自分

も大切に育てられた存在であることに気づき、自己肯定感を高めること

を目的とした「保育園 r6~、 れあい体験ボランティア」を実施 しています。
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3 施策の推進の基本的な考 え方

こうした現状把握と課題抽出を前提としつつ、「平塚市民のこころと命を會

る条例」の目的である「市民が健康で生きがいを持って暮らすことができる

社会」の実現を目指し、さらに第 3章で整理した計画全体の基本理念や基本

目標を踏まえた自殺対策計画における施策推進の基本的な者え方は、次のと

おりです。

地域住民や職場同僚などが、深刻な悩みやSOSを 抱える身近な人か

らのサインに気づき、適切な支援へつなげることができる地域づくり

を目指します。

施策の推進の基本的な者えんを実現するために、プロファイルに基づく重

点的な取組のほか、自殺対策の啓発周知の強化やゲートキーパー (※23)の

積極的な養成などを行う財要があります。そのため、地域におけるネットワ

ーク体制の強化、自殺対策を支える人材の育成、市民へ自殺に関する正ししヽ

矢日識の啓発や悩み事を相談できる窓ロヘのつなぎ、関係機関相互の連携強化

に基づく「生きること」への支援を促進します。また、児童生徒に社会にお

いて直面する可能性のあるさまざまな困難・ ストレスヘの対処法を島に付け

る教育の実施や「いのちの尊さ」を伝えることで、児童生徒がSOSを 出す

ことができる教育についての取組を推進します。

【自殺対策計画全体の数値目標】

国が 2017年 11月 に策定 した「市町村自殺対策計画策定の手引～誰も自

殺に追い込まれることのない社会実現を目指して～」では、市町村単位で策

定する自殺対策計画における計画全体で目指すべき数値目標を掲げることが

求められています。これを踏まえ、本市の自殺対策計画全体で目指す数値目

※23 グー トキーパー とは、自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応 を図るため、自
殺の危険性 を示すサイ ンに気づき、適切な対応 を図る役割 を担 う人材 のことです。
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標を次のとおり定めます。

自殺総合対策大綱 (2017年 7月 改定)で 示された国の数値目標 (※ 24)

及び神奈川県の自殺対策計画の数値目標 (※ 25)を踏まえ、市では、

自殺死亡率を 2019年度 (2017年 数値 18.3)か ら、 5年間で 15%以

上減少させ、2023年 に 15.5以 下にすることを目指します。

コラム !b本を通じた啓発活動

本市では、2009年 度から読書を通 じた自殺対策の啓発活動に取り組

んでいます。一例として、中央図書館が中心となり、命の大切さを考える

本や元気が出る本をテーマに選んだ『こころと命のサポー トのための本』

をブックリス トとしてまとめているほか、自殺手日方週間のある 9月 と自

殺対策 3強化月間の 3月 には、テーマに沿つた本を展示するコーナーを設

置し、貸出も行っています。

また、市内の小中学校の学校図書館では、学校司書や司書教諭、ボ

ランティアが中 ,とコ`lと なり、テーマに沿つた本の展示コーナーを設置する

など、児童生徒だけでなく、先生や保護

者等、学校を訪れた人にも参者となるよ

う、工夫しています。

さらに、本市では中学校の学区ごとに、

「子ども読書活動推進地区」を指定し、

家庭、地域、学校が連携して子どもの読

書活動を進めてしヽく協議会を設置 してい

ます。協議会と市が協l動 して、『いのちの
地域の図書コーナーの様子   尊さをつたえる本』のリストを作成し、

市ホームページで毎月紹介している他、地域のおはなし会に参加した親子

や他地区の協議会に配布して、読み間かせへの活用をすすめてしヽます。

※24 国の数値 目標は、先進諸国の現在の水準まで減少 させることを目指 し、2015年の
自殺死亡率 18,5を 2026年 までの 10年間で 30%以 上減少 させ、13.0以 下とすることと
しています。

※25 神奈川県の自殺対策計画の数値 目標は、2018年度 (2016年数値 14,6)か ら、2022
年度までの 5年間で自殺死亡率を 15%以上減少 させ、2021年 に 12,4以 下とすることと
しています。
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4 市民、関係団体、市 (市社協)の役割

自殺対策計画の推進には、単に市や市社協が施策を推進するだけでなく、

地域全体の取組が不可欠です。そのため、次のとあり市民、関係団体、市 (市

社協)に期待される役審」を整理しました。

【自殺対策計画を推進するために期待される主な役割】

市 民

。自殺対策についての関,齢 と理解を深めるよう努力

・身近な人のこころと身体の不調のサインヘの気づき、

話を聴き、適七刀な支援へのつなぎ

関係団体

・ 事業主は、市と連携 しながら雇用する労 l動 者の,Mの健

康保持を図るために適切な措置を請 じるよう努力

・ 教育関係者は、研修を受講 し児童生徒からのサインに

気づき適切な対廟ができるよう努力

・ 子ども読書活動推進協議会は、読み間かせ等によ り子

どもに「命の大七刀さ、尊さ」を学心ヽ機会の提供

市 (市社協)

・庁内及び関係機関が相互かつ密接に連携しネットワー

ク体制を強化

・児童生徒に生き方や命の大切さを学心ヽ機会を提供

・悩みや困りごとの相談窓□や機関の情報周知

・早期の気づきや支援へのつなぎ役であるゲー トキーパ

ーの養成
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5 自殺対策の取組

自殺対策計画における自殺対策の取組は、次のとおりです。なお、計画 事

業の数値等目標については、月」冊の 17ペ ージ以降に取 りまとめま した。

※ 重点的な取組を<重点 【OOO(対 象)】 >と して示 しています。

※ この取組も含めた関連事業の一覧を別冊の 101ページ以降に掲載 しています。

(1)地域 におけるネ ッ トワ

ー クの強化

01 事例検討を通じたネットワーク体制の強

イ監

(2)自 殺対策を支える人材

の育成

02 ゲー トキーパーの積極的養成<重点 【高

齢者】>

03 教育関係者に封する自殺対策研修の推進

04 民間事業所 における自殺予防担 当者 (メ

ンタルヘル ス担 当者 )の養成促進 <重点

【勤務問題】>

(3)市 民への啓発 と周知 05 啓発周知 の強化

06 自殺対策研修会への市民の参加 <重 点

【高齢者】>

07 メンタルヘルスチェックシステム 「ここ

ろの体温計」の活用促進

08 読書活動 を活用 した 自殺対策 の推進

(4)「 生 きるこ と」へ の支

援促進

09 多重債務者・青少年相談支援体制の強化

<重点 【生活困窮者】>

10 自死遺族等への支援拡充

1 1 「いのちとくらしの総合相談会」<重点

【生活困窮者】【勤務問題】>

(5)児童生徒が SOSを 出

すことができる教育の推進

12 生き方 。命の大切 さを学ぶ機会の提供

13 「SOSの 出 し方に関す る教育」の推進
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実効性のある自殺対策を推進するために、市民、民間団体、医療↑幾関、企

業、行政機関が相互に連携・協l動 する仕組みを充実することが閉要です。そ

のために、事例検討を通したネットワーク体制の強化を図ります。

O打  事例検討を通 じたネッ トワーク体制の強化

(事業に関する現状 )

自殺対策を総合的に推進するため、有識者・関係機関等で構成する「平塚

市自殺対策会議」や庁内関係課の各課長で構成された「平塚市自殺対策庁内

会議」、庁内関係各課及び関係機関 (平塚保健福祉事務所、平塚警察書、市

社協)で構成された「平塚市自殺対策担当者会議」を設置しています。

(事業に関する課題 )

自殺の原因は一つではなく、複合的な要因が絡み合つています。 しかし、

現状では各機関がl固 別に支援を提供しているケースが多く、各機関の相互連

携・協l動 の充実が求められます。

(取 組の方向性 )

「平塚市自殺対策会議」で本市における自殺の現状を踏まえた課題の抽出、

各種事業の調査・評価等を行うとともに、各機関が具体事 l夢」を通して連携・

協力しつつ適七刀な支援につなげていくことができる連携・協l動 の仕組みや相

談体制の整備を図ります。

(事業の概要 )

「平塚市自殺対策庁内会議」及び「平塚市自殺対策担当者会議」において、

自殺対策に関する矢日識を深めていく研修会だけでなく、具体的な困難事例の

検討会を開催して、どの職員でも一定以上の技最を備えた対廠ができるよう

対応方法を検討し、関係各課の連携、情報共有を推進します。

また、「平塚市自殺対策会議」の機能強イヒを通じて、ネットワークの強イヒを
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図 ります。

さまざまな悩みや生活上の困難を抱える人に対しては、早期の「気づき」

や支援への「つなぎ」が重要です。その役害」を担う人材育成の取組を充実さ

せるため、ゲートキーパーの養成や教育関係者に対する研修を行います。

02 ゲー トキーパーの積極的養成 <重 点 【高齢者】>
(事 業に関する現状 )

市職員や民生委員、民間事業所のメンタルヘルス推進担当者、大学生等を

対象にゲートキーパー養成研修を実施してしヽます。研修内容は自殺の現状や

基本認識、自殺に傾しヽている人の,bの状態、対応のポイント等の講義やDV
D視聴、対廠の模擬演習等となつています。

(事業に関する課題 )

自殺未遂者等の自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を図るための

人材の養成が十分ではありません。なお、自殺総合対策推進センターから示

されたプロファィルでは、本市の特徴として「高齢者」の自殺が多いと示さ

れており、この点ズ〕`ら高齢者に主眼を置いたゲー トキーパーの養成が求めら

れています。

(取組の方向性 )

一人でも多くのゲー トキーパーを養成し、自殺の可能性の高い人に気づき、

適切な支援へつなげられるようにします。特に高齢者の自殺対策という観点

を踏まえて積極的に取り組みます。

(事 業の概要 )

よろす相談センターやケアマネジャー、生きがい事業団など高齢者にかか

わる支援者に対して重点的に研修を実施します。

(2)自 殺対策を支える人材の育成
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03 教育関係者に対する自殺対策研修の推進

(事 業に関する現状 )

月重生徒の自殺ラ防を推進するため、小・中学校教職員等を対象に、教育

関係職員へ求められる自殺支」策に関する基本的矢日識や技術のど得を図るため

の研修会を実施しています。

(事 業に関する課題 )

2017年中の本市における 10代の自殺者数は 2016年に比べ増加 して

いることズ〕`ら、教職員等に対し自殺対策等に関する基本的知識の習得を図る

ため、実践的かつ効果的な研修を行う財要があります。

(取組の方向性 )

教育関係機関の現場等において悩みを抱える児童生徒からのサインに気づ

き適切な対応を取ることのできる教職員等を養成します。

(事 業の概要 )

若年'層 の自殺を防ぐ観点から、教職員等に求められる自殺評[方 に費する基

本的知識や技術が身につくよう、講師選定や研修テーマを教育委員会と検討

するなど研修内容の見直しを図ります。

04 民間事業所における自殺予防担当者 (メ ンタルヘルス担当者)の養

成促進 <重点 【勤務問題】>

(事業に関する現状 )

ガ務安全衛生協会が主催する市内の民間事業所を対象とした地区会にお

いて、各種相談窓国の情報提供やゲー トキーパー養成研修を実施しています。

(事業に関する課題 )

プロフアイルでは、本市の特徴として「勤務・経営」分野の自殺が多いこ

とが示されています。特に小規模な民間事業所に潟いては、従業者の不調や

変調に気づいても次につなげることができずに不調が深亥」化するケースが少

なくありません。
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(取組の方向性 )

メンタルヘルス研修会の開催や各相談機関の周知などを通じ、小規模事業

所におけるメンタルヘルス対策を重点的に推進します。あわせて、民間事業

所に対しゲー トキーパー養成やうつ病などへの気づきや理解に関する啓発を

推進します。

(事 業の十
'元

要 )

現行の力務安全衛生協会主催地区会にあける取組に加え、小規模事業所向

けにメンタルヘルスに関する研I多 会等を実施します。

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起 こり得る危機」であ り、そ

の場合には、誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会全体

の共通認識になるよ うに積極的に啓発周知を行う財要があります。

05 啓発周知の強化

(事業に関する現状 )

9月 の自殺影[方週間及び 3月 の自殺対策強イヒ月 F曰日に合わせ、駅前等で街頭

キャンペーンを実施 しています。

また、啓発用グッズや相談窓□案内リーフレット「気づいてくださいここ

ろのサイン」を作成し、関係機関、関係団体等へ配布するとともに医療機関

や′ム`其施設等へ酉E架及び研I多 会等での配付により相談先の周矢[lを 行つていま

す。

(事 業に関する課題 )

悩みごとや困りごとがあった際に市民が相談できる窓□や機関の情報周知

を強化する町要があります。特に、従業員50人未満の小規模事業所ではメ

ンタルヘルス対策が遅れていると言われており、地域の関係機関との連携に

(3)市民への啓発と周知
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より小規模事業所へのl動 きかけが閉要です。

(取組の方向性 )

悩みや困りごとを抱えた市民が、相談窓□や相談機関につながるよう周知

を強化します。

(事 業の概要 )

家族介護教窒等の高齢者支援に関連する機関や、小規模事業所やそこでl動

く人を対象とした保健指導等の産業保健サービスを提供する地1或産業保健セ

ンターを通じて相談窓□案内のリーフレットを配布して、高齢者及び家族、

小規模事業所に対して相談窓□の周矢[lを図ります。

また、自殺手防週間及び自殺対策強化月間に合わせた駅前の街頭キャンペ

ーン等については効果的な実施海法を検討するほか、さまざまな媒体を活用

して啓発周知を図ります。

06 自殺対策研修会への市民の参加 <重点 【高齢者】>
(事業に関する現状 )

主に教珊員・庁内珊員を対象に自殺対策の専門的な研修を実施しています。

(事業に関する課題 )

市民向けの研修については、主にゲー トキーパー養成研修を行つています。

市民が自殺やうつ病などに関する研修を受ける機会を増やす財要があります。

(取組の方向性 )

プロフアイルで高齢者の自殺が多いことから高齢者が自殺対策につしヽて

学心ヽ機会を増やすことで、自殺対策に関する市民の理解を深めます。

(事 業の概要 )

教耳寺i員研修会や精神保健に関するボランティアの養成研修などの実践的内

容を含む一部の研I多 会等につしヽて、老人クラブやよろす相談センターに周知

をして高齢者の参加者を増やします。

将
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07 メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の活用促進

(事 業に関する現状 )

幅広い年代に対し、,齢 の状態を矢[lり 、,跡 の健康 (メ ンタルヘルス)への関

,い を喚起するため、携帯電話やパソコンを利用して気軽にメンタルヘルスチ

エツクができるサービスである「こころの体温計」を提供しています。

(事 業に関する課題 )

「こころの体温計」については随時内容を更新していますが、アクセス数

をさらに伸ばしていくことが聰要です。ス トレスやうつの症状などの可能性

がある場合に相談窓□などへつなげていく跡要があります。

(取組の方向性 )

「こころの体温計」の活用を通し、市民に対してス トレスやメンタルヘル

ス、
'い

の健康やうつ病などに関する正しい理解の普及啓発を図ります。

また、問題が悪化する前に適切な相談機関への相談、精神科医療への受診

を促すため、システム内の相談情報等の充実を図ります。

(事業の概要 )

「こころの体温計」を効果的な内容とするため、チェック結果表示画面の

改善や市内の精神科医療の情報を追加するなど、システム強化を図ります。

08 読書活動を活用 した自殺対策の推進

(事業に関する現状 )

中学校区ごとに設置されている「子ども読書活動推進協議会」の活動を通

じて「命の大切さ、尊さ」をテーマに取り上げることで、若年層の自殺対策

を推進しています。また、中央図書館では学生や教員に協力してもらい、毎

年「こころと命のサポー トのための本」のリス トを作成し、紹介した本を展

示したり、おはなし会で取り上げたりしてしヽます。

(事 業に関する課題 )

2017年中の本市における 10代の自殺者数が 2016年 に比べ増加して
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いることから、より若年層向けの自殺対策を推進する町要があります。その

ため、児童・生徒が「命の大切さ、尊さ」を学ぶきつかけとして読み間かせ

などの環境づくりをさらに進めていく財要があります。

(取組の方向性 )

おはなし会や読み間かせ、「命の大切さ、尊さ」をテーマに選んだ図書の紹

介等を通じ、子どもの頃ズ〕`ら「命の大切さ、尊さ」を学心ヽ機会を提供します。

(事業の概要 )

「命の大切さ、尊さ」をテーマとした図書窒展示や読み間かせが、より多

くの地域で実施されるようl動 きかけるとともに、子ども読書活動推進協議会

との協l動 事業により作成した「命の尊さをつたえる本」のリス トと、中央図

書館で作成した「こころと命のサポー トのための本」(小冊子)を市内 l」 中ヽ学

校の学校司書及び司書教諭、保育所・幼稚園、各子ども読書活動推進協議会

に配付します。また、各地区協議会・中央図書館でのおはなし会などに参加

した親子にリス トを配布したり、◆月のおすすめ本を市のホームページで毎

月紹介したりするなどして、家庭での読書活動をl足 します。

自殺対策は「生きることの促進要因」を高め、「生きることの阻害要因」を

低くする取組を行うという視点から、多重債務や生活困窮など様メマな悩みを

抱えた人や若年者、自殺で遺された人への支援に関する対策を推進します。

09 多重債務者 田青少年相談支援体制の強化<重点 【生活困窮者】>
(事業に関する現状 )

自殺対策の一環として、「多重債務相談」や「青少年相談」、「ヤングテレホ

ン」を実施しています。

(4)「生きること」への支援促進
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(事業に関する課題 )

全国的な傾向として、若年層の自殺が減っていないことや、多重債務者の

自殺率が高い状況があります。プロファイルでは、「生活困窮者」を重点的に

取り組む項目としており、多重債務により生渚困窮になっている場合もある

ことから多重債務者への支援が跡要です。

(取組の方向性 )

自殺リスクのある多重債務者、若年層を適切な自殺対策相談窓□や相談機

関につなげることで、問題解決や自殺防止の可能性を高めていきます。

(事 業の概要 )

多重債務相談では、町要に廠 じて、相談者を法テラスや自立相談支援機関

(※ 26、 以下「くらしサポー ト相談」という。)などの相談窓□につなぎ、

対応することで包括的な支援を行います。青少年相談では、電話・来室・ メ

ール・手紙で広く相談を受け、相談内容によっては他の専門機関につなぐこ

とで課題の解決へ結びつけます。また、 9月 と3月 に若年層向けの相談「青

少年相談」と「ヤングテレホン」を相談強化月間として実施します。

10 自死遺族等への支援拡充

(事業に関する現状 )

神奈川県とともに、全国自死遺族総合支援センター等の協力を得て、「自死

遺族の集い (わかちあいの会)」 を開催 しています。

また、自死遺腋等が相談できる機関・ 自死遺族の集いの情報を記載した相

談窓□案内のリーフレットを市ホームページでノム`開しているほか、市内′ム`的

機関・公共施設等に酉己架、街頭キャンペーン等で配布しています。

(事業に関する課題 )

家族や身近な人を自殺で亡くした人は、自責の念にかられたり、周囲の自

殺に対する偏見にさらされて傷ついていたり、長期にわたり、こころと身体

※26 自立相談支援機関とは、自立相談支援事業を行 う機関をいいます。本市においては、
「くらしサポー ト相談」の愛称を付けています。
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に様ノマな影響を受けることがあり、市民が自殺や遺族等の置ア〕`れた立場や心

情について理解を深めていく嚇要があります。

(取組の方向性 )

自死遺族等が、安心して自分の気持ちを語り、分から合う場を確保するこ

とで、自死遺族等の子瓜立を防ざます。

また、庁内職員、教育関係者等、市民を対象に、広報や研修会を通じて自

死遺族等支援に財要な情報を周知します。

(事業の概要 )

神奈川県・自死遺族支援団体等と「わからあいの会」がより充実するよう、

運営方法を検討します。

市民に関わる庁内職員、教育関係者等へのゲー トキーパー研修で、自死遺

族等の置かれた芝場や心情、支援情報に関する内容を増やし、理解向上を図

ります。また、自死遺族等が相談できる専門の相談窓国について周矢日を強化

します。

11 「いのちとくらしの総合相談会」

<重点 【生活困窮者】【勤務問題】>
(事業に関する現状 )

失業や多重債務など生活に関する相談と心の健康 (メ ンタルヘルス)相談

は、それぞれの相談機関・窓国で対応しています。

(事業に関する課題 )

失業者やガl動 者などの相談は、相談内容が複合的かつ複雑で本日談窓□が多

岐にわたるケースもあり、相談者の員担を軽減する町要があります。

(取組の方向性 )

労l動 者・失業者が抱えがちな問題 (失業、生活苦、多重債務、うつ病、人

間関係など)に対応できる専門機関 (ハ ローワーク、力l動 基準監督署、福祉

事務所、法テラス、神奈川県精神保健福祉センター等)と連携した相談体制
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を整備します。

(事 業の概要 )

自殺に至る要因が複合的であることを踏まえ、複数分野の専門家・相談員

が連携して総合的な支援を行う総合相談会 (い のちとくらしの総合相談会 )

を開催します。

子どもたちが他人や自分を傷つけすに、自分のことを首定する気持ち (自

己首定感)を育んでいけるよう「論の大七刀さ、尊さ」を伝える取組を地域の

関係団体・教育委員会・学校等と協力し、進めていきます。

また、児童生徒の「 SOSの 出し方に関する教育」(以下「SOSの出し方

教育」という。)を地域で展開していくために、困難やス トレスに直面した堀

童生徒が信頼できる大人にロノもけの声をあげることができるよう教育委員会・

学校と協力し、取組を進めていきます。

可2 生き方 儡命の大切さを学ぶ機会の提供

(事業に関する現状 )

中学生を対象として、自尊〕bを育むことや困難に直面したときの対処のん

法などをテーマとした講演会を実施しています。

(事業に関する課題 )

日本の若い芭代の自己首定感は、他国と比べ低くなっていることから、若

しヽ世代の自己首定感を高めていくことは全□的な課題となっています。また、

2017年 7月 から 8月 までに実施 した市民意識調査では、「自殺対策として

大切、充実させるべきと思うことは何か」としヽう質間に対して、「若年層への

『しヽのちの大七サDさ』を学ぶ教育」とした回笞が最も多ズ〕`つたことから、生徒

へ命の大切さ、尊さを学心ヽ教育の機会を充実させていくことが町要です。

(5)児童生徒が SOSを 出す ことができる教育の推進
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(取 組の方向性 )

中学生が自尊 ,い を大切に し、困難等に直面 した時の対処ん法を墓に付け ら

れる機会を提供 します。

(事 業の概要 )

普段あまり接することのない様ノマな
ノ
刀
ヽ
野の人を招いて、多様な生きアj等 に

ついての講演会を実施 します。また、命の大切さ、尊さをテーマに中学生 に

よる演劇のノ
△
ヽ
演を行います。

13 「SOSの 出し方に関する教育」の推進

(事業に関する現状 )

各学校において「自己首定感や命の大切さを考える」取組を行つています。

(事業に関する課題 )

SOSの 出し方教育は自殺テ防教育の柱の一つとして位置づけられており、

その効果的な実施方法を検討する町要があります。

(取組の方向性 )

2017年 度に文部科学省 。厚生労l動 省連筈で発出された通知に沿った内

容のSOSの 出しアj教育等を各学校の実情に合わせて市内全小中学校で実施

します。

(事業の概要 )

通知に沿った内容のSOSの 出しアj教育等の効果的な実施方法等について

検討し、市内全小中学校で実施します。
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コ巧と ,7悩みl渉―ムで抱え込参ずに相設を～気づとこつな_ギ～

自殺された方の多くが、仕事や収入、多重債務、住居、介護や育児、,と`」l

身の病気、事故や災害など様々な問題に直面し追い込まれながらも、適切

な支援を受けてしヽなかつたことが分かっています。そのため、身近な人の

様子の変化に気がついたら、声をズ〕`け、話を聴き、悩みごとや困りごとの

内容に応じて適切な支援につなげることが大切です。平塚市では職員が地

域に出向いて、様ノマな相談を受けることが多い民生委員月童委員等を対象

に、自殺に関する正 しい知識と対応方法を伝える「ゲー トキーパー養成研

修」を実施 しています。

また、平成 21年度から相談窓回の情報を集約した「相談窓□案内リー

フレット」を作成してしヽます。「市の窓□だと顔が分かってしまうので、

相談がしにくしヽ。」としヽう意見があったことから、市の相談窓□だけでな

く国や県の機関や民間団体なども含め、一覧にして相談内容を分野別にま

とめています。この相談窓□案内リーフレットは、小・中学校、高等学校

の児童(生徒を通 じて各家庭に配られてしヽるほか、民生委員児童委員を

はじめ地域で活動をされるアj

々や市役所の転入手続きをし

た市民に配付しています。

また、市ホームペー ィ貴
ジヘの掲載や精神科医 移妥

をはじめとした医療↑幾(籍

関などに配架している 異寒
ほか、」R ttl家駅の構  の

内や駅地下道にある広告板への掲示など広く周知をしています。

Oリ ーフレットに関する市ホームページのア ドレス

http://w、 vw.city.hiratsuka.kanagawa.jp/fukushi/page・ c_00313.htxnl
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第 9章 計画の推進体制 (進行管理 )

第 9章 画の推進体制 (進 管理 )

1 計画の推進体制

本計画書を構成する各計画は、それぞれの計画を所管する「外部委員を中

,い に構成される懇話会」と「庁内組織」によって推進されます。また、各計

画の具体的な事業や取組の推進に際しては、地域住民だけでなく、自治会 (町

内会)、 民児協、地区社協、ボランティア団体、ゆめクラブ (老人クラプ)、

障がい者団体などの当事者団体、町内福祉村などの住民相互支援団体、社会

福祉法人、特定非営利活動法人 (NPO法 人)、 企業、商店会、地域の学校、

消費生活協圃組合 (生協 )、 農業協圃組含 (農協 )、 民間福祉事業者、ノム`民館

やよろす相談センター等の役割分担を日月確にしながら、協倒・連携 して進め

ることを基本とします。

計画を所管する懇話会と庁内組織との概要は次のとおりです。

(外部委員を中lと`」lに 構成される懇話会)

(1)平塚市地1或 福祉推進懇話会

第4期地1或 福祉計画、第 3期地以福祉活動計画だけでなく、本計画を構成

する各計画を総合的に推進するための懇話会です。地域福祉に関係する団体

の代表者に加え、下記の自殺対策、成年後見制度利用促進、生活困窮者自立

支援に関する各懇話会の代表者によって構成されます。

(2)平塚市自殺対策懇話会

自殺対策計画に掲げる事業や取組の推進を所管する懇話会です。自殺対策

に関係する団体の代表者等によって構成されます。

(3)平塚市成年後見制度利用促進懇話会

成年後見l足 進計画に掲げる事業や取組の推進を所管する懇話会です。成年

後見制度の利用促進に関係する団体の代表者等によって構成されます。
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第 9章 計画の推進体制 (進行管理 )

(4)平塚市生活困窮者自立支援懇話会

困案者支援計画に掲げる事業や取組の推進を所管する懇話会です。生活困

窮者の自立支援に関係する団体の代表者等によって構成されます。

(庁 内組織)

(1)平塚市地域福祉推進庁内連絡会

第4期地域福祉計画、第 3期地域福祉活勒計画だけでなく、本計画書を構

成する各計画の推進について総合的に状況を把握するための会議体です。各

計画の計画事業を所管する部署だけでなく、事業関連部署や情報提供部署な

ども含めて構成されます。

(2)平塚市自殺対策庁内会議

自殺対策計画に掲げる事業や取組の推進について状況を把握するための会

議体です。自殺対策計画の計画事業を所管する音E署だけでなく、事業関連部

署や情報提供部署なども含めて構成されます。

(3)平塚市成年後見制度利用促進庁内会議

成年後見促進計画に掲げる事業や取組の推進について状況を把握するため

の会議体です。成年後見促進計画の計画事業を所管する部署だけでなく、事

業関連部署や情報提供部署なども含めて構成されます。

(4)平塚市生活困窮者自立支援庁内会議

困窮者支援計画に掲げる事業や取組の推進について状況を把握するための

会議体です。困窮者支援計画の計画事業を所管する部署だけでなく、事業関

連部署や情報提供部署なども含めて構成されます。

このほか、本計画書の概要を説B月 するとともに地1或 福祉活動への参加促進

を図り、地域住民や関係団体からの意見を聴取するため、本計画書の計画期

F日目内で意見交換会等を開催することとします。
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第 9章 計画の推進体制 (進行管理 )

2 計画の進行管理

本計画書の進行管理については、原貝」として計画の推進体制に基づいて行

います。具体的には次のとありです。

(1)自殺対策計画・成年後見l足進計画・ 困窮者支援計画の各計画について

は、それぞれの庁内会議体において計画事業や取組の進捗状況等を把握

し、各計画の懇話会へ報告します。

(2)各計画の懇話会では、庁内会議体からの報告を受け、計画事業の進捗

評価や意見交換を行い、明要に応じて計画に対する意見や提言等を行しヽ

ます。なお、本市が実施する市民意識調査や、市社協が実施する地K懇

談会などを行つた場合には、その結果を随時報告することとします。

(3)第 4期地1或 福祉計画・ 第 3期地域福祉活動計画については、平塚市地

域福祉推進庁内連絡会において計画事業や取組の進捗状況等を把握 し、

平塚市地域福祉推進懇話会へ報告します。

(4)平塚市地l或 福祉推進懇話会では、平塚市地域福祉推進庁内連絡会から

の報告を受け、計画事業の進捗評価や意見交換を行い、町要にお じて計

画に対する意見や提言等を行います。なお、本市が実施する市民意識調

査や、市社協が実施する地区懇談会などを行つた場合には、その結果を

随時報告することとします。また、自殺対策計画・成年後見 l足 進計画・

困窮者支援計画の進捗状況等につしヽては、各計画懇話会の代表者から概

要を報告します。

(5)計画期間の中間年度におしヽては、上記の進行管理に加え、計画内容の

点検等を行います。
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[本計画書の進行管理 日推進体制イメージ]

地域住民 B各種団体 ロボランティア B社会福祉事業者等

/ 協働・連携 ＼
平塚市

社会福祉協議会 平 塚 市
一

反  映 把  握

平塚市地域福祉推進 懇話会

各計画の事業や取組に関する進捗状況について評価するとともに、計画の内容等につしヽて意
見交換し、修要に応じて計画に対する意見や提言等を行う

進捗状況の報告τイ
無IⅢ

意見・ 提言

意見・ 提言

進捗状況の報告

自殺対策庁内会議

自殺対策計画の事業や取組

の状況把握、計画内容の点

検等を行う

會患

わた したち一人ひとりが輝 く

共生のまち ひらつか

(かがや く)

の実現

参

画

地域 福祉 推進 庁 内連絡会

各計画を総合的に推進する庁内組織として、各計画の事業や
取組の状況把握や、計画内容の点検・見直し等を行う

成年後見制度

利用促進懇話会

成年後見促進計画の進捗評

価や意見交換、計画に対す

る意見や提言等を行う

代
表
者
の
参
画

自殺対策懇話会

自殺対策計画の進捗評価や

意見交換、計画に対する意

見や提言等を行う

代
表
者

の
参
画

生活困窮者

自立支援懇話会

困窮者支援計画の進捗評価

や意見交換、計画に対する

意見や提言等を行う

年後見制度利用促進

庁内会議

成年後見促進計画の事業や

取組の l犬 況把握、計画内容

の点検等を行う

生活困窮者 自立支援

庁内会議

困窮者支援計画の事業や取

組の状況把握、計画内容の

点検等を行う
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(1)各計画の数値等目標

1 本計画書 における数値等 目標の特徴 について

本計画書を構成する各計画の数値等目標には、次の特徴があります。

(1)目 標の達成を、計画年次における「幌状」、「中間」、「最終」の時点

で把握します。なお、原則として「硯状」は2017年度、「中間」は2021

年度、「最終」は2023年度を指します。ただし、数値等の把握が可能な

取組につしヽては、各年度の実績も把握することとします。

(2)目 標数値の設定は「単年」 (当該年度のみの数値)と「累計」 (当該年

度までの積み上げ)に分かれます。また、実数と延べ数も混在するため、

該当する目標には把握する数値の特性を示してしヽます。

(3)進捗把握年度におしヽて調査等が行われす数値等の把握が不可能な目標な

どにつしヽては、当該年度の目標を「一」としてしヽます。

(4)それぞれの取組に文ゴして、主に所管する部署または進捗を取りまとめる

部署を示してしヽます。複数部署が連携して推進する場合などには、すべて

の部署を掲載してしヽます。ただし、第 3期地上或福祉活動計画につしヽては平

塚市社会福祉協議会 (以下「市社協」としヽう。)が策定する計画であり、

推進主体は市社協となることから、部署の表示はしてしヽません。

4 自殺対策計画の数値等 目標

自殺対策計画の数値等目標は次のとおりです。なお、自殺文」策計画の計画事

業は計画書本体の107ペ ージ以降を参照してくださしヽ。

(自殺対策計画全体の数値目標)

自殺総合対策大綱 (2017年 7月 改定)で示された国の数値目標及び神奈川県

の自殺対策計画の数値目標を踏まえ、平塚市 (以下「本市」としヽう。)では、自

殺死亡率 (10万人当たりの自殺による死亡者数)を2019年度 (2017年数値

18,3)から、5年間で15%以上減少させ、2023年に15.5以下にすることを

目指します。
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01 事例検討を通 じたネッ トワーク体制の強化

(数値等目標 )

庁内会議及び担当者会議での事例検討会及び研修会の実施を目標として設定し

ました。

02 ゲー トキーパーの積極的養成<重点 【高齢者】>

(数値等目標 )

高齢者支援機関等でのゲートキーパー養成研修の実施を通したゲートキーパー

養成者数を目標として設定しました。 (累計)

数  値  等 標

環  状 中  間 最  終

ゲートキーパー養成者数
2,352人

ゲートキーパー養成者数
3,OOO人

ゲートキーパー養成者数
3,400人

主な所管部署等 福祉総務課

03 教育関係者に対する自殺対策研修の推進

(数値等目標 )

自殺関連の研4多 会や講演会の受講人数を目標として設定しました。 (延べ人数の

累計)

数  値  等  目  標

王見 状 中  間 最  終

受講人数 131人 受講人数 500人 受請人数 750人

主な所管部署等 福祉総務課

数  値  等 目 標

現  状 中  間 最  終

庁内会議及び担当者会議
における事例検討会及び

研修会等の実施検討

事例検討会及び研修会の

実施

事例検討会及び研修会の

開催

主な所管部署等 福祉総務課
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04 民間事業所における自殺予防担当者 (メ ンタルヘルス担当者)の養成

促進 <重点 【勤務問題】>

(数値等目標 )

市内の小規模事業所等向けのメンタルヘルスに関する研修会の実施回数を目標

として設定しました。

数  値  等 標

現  状 中  間 最  終

効果的な研修プログラム
の検討

小規模事業所向けのメン

タルヘルスに関する研修
会の実施

小規模事業所等の関係機

関と協l動 した研修実施回
数 5回

主な所管部署等 福祉総務課

05 啓発周矢日の ;虫 化

(数値等 目標 )

市民意識調査において、「死にたい」と言われた時の対応が「分からない」と回

笞した人の割合を目標として設定しました。

数  値  等  目  標

現  状 中  間 最  終

「分か らない」 と回笞 し

た人の割合  10.8%
「分か らない」 と回笞 し

た人の割合  8。O%
主な所管部署等 福祉総務課

06 自殺対策研修会への市民の参加 <重点 【高齢者】>

(数値等目標 )

研修会の市民参加を検討した上で、高齢者の実践的な研修への参加者数を目標と

して設定しました。 (累計)

数  値  等 標

現  状 中  間 最  終

高齢者の研修受講拡大を

検討
高齢者の研修参加を実施 高齢者受講者 30人

主な所管部署等 福祉総務課
ヽ
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Oフ  メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の活用促進

(数値等目標 )

「こころの体温計」システム強化の実施とアクセス件数の増加を目標として設定

しました。 (延べ件数)

数  値  等 標

現  状 中  間 覇  終

結果表示画面バージョン

アップ内容の検討、アク

セス件数 78,701件

結果表示画面バージョン

アップの実施、アクセス

件数 79,500件

アクセス件数

80,OOOイ牛

主な所管部署等 福祉総務課

08 読書活動を活用 した自殺対策の推進

(数値等目標 )

「命の大切さ、尊さ」をテーマとした読み間ズ〕`せ実施地区数を目標として設定し

ました。 (地 区数)

数  値  等  目  標

現  状 中  間 最  終

実施地区数

12地区
実施地区数

14地 区

実施地区数

15地区 (全地区 )

主な所管部署等 福祉総務課

09 多重債務者 日青少年相談支援体制の強化<重点 【生活困窮者】>

(数値等目標 )

多重債務相談開催数を目標として設定しました。

数  lL首   等 標

現  状 中  間 最  終

多重債矛力
文
相談開催数

12回
多重債務相談開催数

12回
多重債務相談開催数

12回

主な所管部署等 市民情報・ 相談課
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10 自死遺族等への支援拡充

(数値等目標 )

「自死遺族の集い (わかちあいの会)」 の参加者アンケートで、参加したことヘ

の「肯定的 (前向き)なフィードバック (※ )」 を得られた割合を目標として設定

しました。

(※ )例  「話して気持ちが楽になつた」、「また参加したい」など

数  値  等 標

例  状 中  間 最  終

肯定的なフィー ドバック
を得られた割合 90%

首定的なフィー ドバック

を得られた割合 92%
肯定的なフィー ドバック

を得られた割合 94%
主な所管部署等 福祉総務課

11「 いのちとくらしの総合相談会」<重点 【生活困窮者】【勤務問題】 >

(数値等目標 )

毎年度9月 、3月 に実施ラ定の「いのちとくらしの総合相談会」の実施回数を目

標として設定しました。 (累計)

数  値  等 目 標

現  状 中  間 最  終

実施に向けた具体的な内

容の検討

「 いのちとくら しの総合

相談会」の実施回数  2
回

「 いのち とくら しの総合

相談会」の実施回数  6
回

主な所管部署等 福祉総務課
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12 生き方・命の大切 さを学ぶ機会の提供

(数値等 目標 )

「生き方・命の大切さを学心ヽ請演会」のアンケー ト項目で「悩み事を誰ア〕`に相談

してみようと思う」、「自分には良いところがある」と回笞 した人の割合を目標と

して設定しました。

数  値  等  目  標

現  状 中  間 最  終

「 1悩み事を誰かに相談 し

てみようと思 う」、「 自

分には良いところがあ

る」 と回笞 した人の割合

50%

「悩み事を誰かに相談 し

てみようと周う」、「自

分には良いところがあ

る」と回笞 した人の割合
60%

主な所管部署等 福祉総務課

13 「SOSの 出 し方に関する教育」の推進

(数値等目標 )

計画中間年度までに「SOSの 出し方に関する教育」を市内全小中学校で実施す

ることを目標として設定しました。

数  値  等 標

現  状 中  間 最  終

実施に向けた調整
小・ 中学校での授業実施

率 100%
小・ 中学校での授業実施
率 100%

主な所管部署等 教育指導課

子
l
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(7)本市の自殺対策における取組事業一覧

地域におけるネットワークの強化

事業名 自殺対策会議等の開催
担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業IF死要

有識者・関係機関等で構成する「平塚市自殺対策会議」で本市における自殺の現

状を踏まえた課題の抽出を行い、関係機関・団体等の取組を委員間で共有 し、地

域の自殺対策の推進体制の強化を図る。また、「平塚市自殺対策庁内会議」及 び

「平塚市自殺対策担当者会議」において、研修会等を開催 し、関係各課の連携、

情報共有を推進する。

事業名
児童虐待防止ネットワークの充実 (家

庭児童相談事業)

担送部局

担当課・室

健康・子ども部

こども家庭課・健康課

事業IF児要

育児不安を抱えた家庭の子育てを支援するとともに、必要に応 じて関係機関と連

携 し、児童虐待の相談、処遇対応を行 う。また、虐待等の早期発見や未然防止及

び対策を行う。

自殺対策を支える人材の育成

事業名 ゲー トキーパーの養成
担当部局

担当課 i室
福祉部

福祉総務課

事業概要

ゲー トキーパー養成研修を開催 し、自殺問題を正 しく理解 し、身近な人の様子の

変化に「気づき、声かけ、話を聴き、必要に応 じて相談へつなげ、見守る (支 え

合 う)」 ことのできる人材を育成する。

事業名
教育関係者に対する自殺対策研修の実

施

担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業概要

小・中学校教職員等を対象に自殺対策に関する研修会を実施することで、教育関

係機関の現場等において悩みを抱える児童生徒に気づき、適切な対応を取ること

のできる人材を育成する。

事業名 自殺対策研修会への市民の参加
担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業IF児要
教職員や庁内職員を対象に実施 している自殺対策の研修会等の情報を高齢者団体

等に周知することで、高齢者が自殺対策に関する理解を深める機会を提供する。
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事業名 民生委員児童委員の相談対応力向上
担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業IF児要

相談窓口案内リーフレットを活用 し、民生委員児童委員が市民から相談を受けた

際に適切な支援につながるよう相談対応力を向上させる。また、ゲー トキーパー

養成研修の受講を推奨する。

事業名
高齢者よろず相談センター (地域包括

支援センター)と の連携

担当部局

担当課・室

福祉部

地域包括ケア推進課

事業イF児要
市民からの相談に相談窓口案内 リーフレットを活用 し、必要に応 じて関係機関等

と連携 し支援を行う。また、職員のゲー トキーパー養成研修の受講を推奨する。

事業名 人権教育担当者会
担当部局

担当課・室

学校教育部

教育指導課

事業IF児要
分科会別研究協議を年 3回実施 している。その中に「自殺対策」分科会を設置 し

ている。

事業名 精神保健ボランティア養成研修
担当部局

担当課・室

社会福祉協議会

事業概要
精神保健福祉ボランティア養成講座を開催することで、精神障がいと精神保健福

祉についての正 しく理解 し、寄 り添える人材を育成する。

市民への啓発と周知・・

事業名
平塚市勤労会館や労働セミナー等での

相談窓口情報の周知

担当部局

担当課・室

産業振興部

産業振興課

事業概要
施設や事業、機関紙で相談窓国の案内 リーフレットを配架・配布、紹介記事の掲

載をすることで相談機関の情報を周知する。

事業名 みんなのまち「情報宅配便」事業
担当部局

担当課 '室

市民部

協働推進課

事業概要

市民からの要請により、職員が地域に出向いて行政に関する情報をわかりやすく

伝えるとともに、市民の意見や提言などを伺いながら、 ともにまちづ くりを考え

ていくために、双方向型の広報・広聴を行う「情報宅配便」のメニューにゲー ト

キーパー養成研修を掲載することで、受講機会を提供する。
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事業名
民間事業所における自殺予防担当者

(メ ンタルヘルス担当者)の養成

担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業IF児要

労務安全衛生協会が主催する市内の民間事業所を対象とした地区会において、各

種相談窓回の情報提供やゲー トキーパー養成研修を実施することで、民間事業所

におけるメンタルヘルス対策を推進する。

事業名
相談窓口案内リーフレット「気づいて

くださいこころのサイン」の活用

担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業オF児要

啓発用グッズや相談窓口案内リーフレッ ト「気づいてくださいこころのサイン」

を作成 し、9月 の自殺予防週間及び3月 の自殺対策強化月間で配布する。 また、関

係機関や関係団体等への配布、医療機関や公共施設等へ配架及び研修会等で配付

により市民への相談先の周知を行う。

事業名
メンタルヘルスチェックシステム「こ

ころの体温計」の活用

担当部局

担当課 こ室

福祉部

福祉総務課

事業大

'児

要
パソコンや携帯電話を使って簡単にス トレスや心の落ち込み度を自己診断できる

サービスを提供 し、各種相談窓口の情報を広 く市民に周知を図る。

事業名 読書活動を活用 した自殺対策
担当部局

担当課 i室

福祉部

福祉総務課

事業概要

本を通 じた地域活動をしている団体 と協働 し、読み聞かせ等の活動を通 じて「命

の尊さ」の普及啓発や、自己肯定感を高めてもらうことを目的とした事業を実施

する。協働先団体 :浜岳中学校区子ども読書活動推進協議会

事業名 保健福祉総合相談・案内窓口
担当部局

担当課 !室

福祉部

福祉総務課

事業概要

市民の福祉向上のため、総合的な保健・福祉相談サービスの提供や案内等を行

う。また、相談窓口や機関の周知を図るため窓国に相談窓口案内 リーフレットを

配架する。

事業名 家族介護教室
担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業オ】児要
家族介護教室に訪れる介護をしている家族に対 し、相談窓口案内リーフレットを

配付 し、相談機関を周知する。

事業名 生活保護相談窓口
担当部局

担当課 。室

福祉部

生活福祉課

事業概要
生活保護の相談に訪れる市民が、様々な相談先の情報を得 られるよう相談窓口案

内 リーフレッ トを窓口に配架する。
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事業名
子育てガイ ド「くすくす」を通 じた啓

発

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業概要

子育てに関連する市の制度や施設などの情報を掲載 した冊子 (子育てガイ ド「 く

すくす」)に メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」の案内を掲載

をし、市民のこころの健康への関心を高める。

事業名 思春期対策連絡調整事業
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業IF児要

生涯にわた り健やかに過ごすための基盤となる思春期の生徒に対 し、学校保健等

の関係機関と連携を図 り、生命の尊さを教え、母性・父性の養成を行い、健全な

身体づくりについての正 しい知識の普及を行う。

事業名
健康増進事業における健康教育

(大人に対 しての健康教育)

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業IF児要
医師等による休養 。こころの健康づくりに関する教室を実施 し、こころの健康に

関する関心を高める。

事業名

国民健康保険料等の賦課、収納、減免

に関する事務及び国民年金の納付に関

する相談

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保険年金課

事業概要

国民健康保険の届出書、申請書の受付、相談対応等を行 う中で滞納者の状況を把

握するとともに、相談に訪れる市民が様々な相談先の情報を得 られるよう、窓口

に相談窓口案内 リーフレットを配架する。

■事業名 葬祭費の支給・死亡一時金の支給
担当部局

担当課 1室

健康 。こども部

保険年金課

事業概要
葬祭費や死亡一時金の申請に来所 した遺族が必要な相談窓回の情報が得 られるよ

う、窓口に相談窓口案内 リーフレットを配架する。

事業名

「こころと命のサポー トのための本」

のブックリス トの作成及び特集展示の

実施

担当部局

担当課・室

社会教育部

中央図書館

事業概要

学生や教員にも協力 してもらい、ブックリス ト「こころと命のサポー トのための

本」を作成、 リス トは来館者配布用として配架 し図書館ホームページにも掲載 し

て PRする。自殺予防週間と自殺対策強化月間に合わせて毎年度 9月 と3月 に特

集展示を行い、関連図書等の貸出を促進する。
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事業名 ポスター及びリーフレット等の展示
担当部局

担当課・室

社会教育部

中央図書館

事業概要
自殺予防週間と自殺対策強化月間に合わせて毎年度 9月 と3月 に関連するポス

ター及びリーフレットを掲示、配架する。

事業名 返却スリップを活用 した情報提供
担当部局

担当課・室

社会教育部

中央図書館

事業概要

「こころと命のサポー ト」に関するメッセージやイラス トを記載 した返却ス リッ

プ (返却期限を記載 して貸出時に渡す しお り)を作成 し、毎年 3月 に中央図書館

貸出室で貸出の手続きをする利用者に配付する。

事業名 映画会の開催
担当部局

担当課・室

社会教育部

中央図書館

事業IF児要
自殺予防週間と自殺対策強化月間に合わせて毎年度 9月 と3月 には中央図書館で

「こころと命のサポー ト映画会」も開催する。

「生きること」への支援促進

事業名 就労相談
担当部局

担当課・室

産業振興部

産業振興課

事業概要
就職に悩む本人・家族からの相談をキャリアコンサルタン トが個別に相談を受け

る。

事業名 市民相談
担当部局

担当課・室

市民部

市民情報・相談課

事業概要

弁護士による法律相談や認定司法書士による多重債務相談等を実施 している。 ま

た、必要に応 じて、相談者を法テラスや自立相談支援機関等の相談窓口につな

ぎ、対応することで包括的な支援を行う。

事業名 消費生活相談
担当部局

担当課・室

市民部

市民情報・相談課

事業概要
消費生活に関する悩みを抱える人に、消費生活相談員が対応する。また、 トラブ

ルに巻き込まれないよう消費者へ情報提供等を実施する。

事業名 女性のための相談窓口
担当部局

担当課・室

市民部

人権・男女共同参画課

事業概要 女性が抱える様々な問題、悩みに関 して女性相談員が対応する。
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事業名 人権相談
担当部局

担当課・室

市民部

人権 。男女共同参画課

事業概要

いじめ、体罰、夫婦・親子の間での トラフル、近所づきあいなどの相談に関 して

人権擁護委員が対応する。必要に応 じて、関係機関の紹介等、相談内容に応 じた

対応を行 う。

事業名 自死遺族等への支援
担当部局

担当課・室

ネ冨ネ止吉呂

福祉総務課

事業メF児要

神奈川県とともに、支援団体等の協力を得て「わかちあいの会 (自 死遺族の集

い)」 を開催 している。自死遺族等が安心 して自分の気持ちを語 り、わかちあ う

場を確保することで孤立を防ぐとともに、相談できる相談窓口や自死遺族の集い

の情報提供を行 う。

事業名
「いのちとくらしの総合相談会」の開

催の検討

担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業概要

失業や多重債務など生活に関する相談と心の健康 (メ ンタルヘルス)相談に対

し、複数分野の専門家・相談員が連携 して総合的な支援を行う総合相談会の開催

に向けた検討をする。

事業名
高齢者のための生活に関する相談・支

援

担当部局

担当課・室

福祉部

高齢福祉課

事業概要

高齢者や関係機関からの高齢者虐待・権利擁護等について、電話や来所による相

談を行うとともに、 リスクの高い家庭の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関

係機関と連携 した支援を行う。

事業名 相談支援事業
担当部局

担当課 。室

福祉部

障がい福祉課

事業IF児要
市役所と相談支援事業所において、身体障がい 。知的障がい 。精神障がい 。発達

障がい 。難病等障がいでお悩みの方の相談に応 じる。

事業名
窓口、電話並びに自宅訪間による相談

支援

担当部局 ―

担当課・室

福祉部

生活福祉課

事業概要 窓口や電話による相談だけでなく、自宅への個別訪問による悩みの相談を行 う。

事業名
生活困窮者自立支援事業 (子 ども支援

員の配置)

担当部局

担当課・室

福祉部

生活福祉課

事業IF児要
子ども支援員による窓口相談や自宅への個別訪間を通 じて、問題を抱える生徒等

の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 した支援を行 う。
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事業名
育児相談 (子 どもや育児に関するこ

と)

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業オ
'児

要
市内保育所や子育て支援センター、つどいの広場において、 しつけや発育など育

児に関する様々な不安や悩みの相談を行 う。

事業名 ファミリー・サポー ト・センター事業
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業|'児要

子育ての援助を受けたい方と子育ての援助を行いたい方が会員とな り、子の預か

りや送迎を行 うとともに、悩みを抱える保護者の早期発見と対応に努め、必要 に

応 じて関係機関と連携 した支援を行う。

事業名
病後児保育 (病後児保育室「なでし

こ」)

担当部局

担当課・室

健康・こども部

保育課

事業概要

生後 6か月から小学校 3年生までの児童が病気の回復期にあって、集団保育及び

家庭での保育が困難な場合に、保育施設で一時的に保育を行うとともに、悩みを

抱える保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 した支援を

行う。

事業名 保育園における一時預か り
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業オ
'児

要

保育園において、保護者の仕事、冠婚葬祭、通院、心身の リフレッシュ等の理由

で、子どもを 1時間単位で預るとともに、悩みを抱える保護者の早期発見と対応

に努め、必要に応 じて関係機関と連携 した支援を行う。

事業名 赤ちゃん広場
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業IF光要

1歳未満児の親子を対象に、 3箇所の保育園のサロンを利用 して、子育て中の親

同士の交流を図 り、育児相談や情報提供を行 うとともに、悩みを抱える保護者の

早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 した支援を行う。

事業名 子育て支援センター
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業イ】児要

乳幼児のいる親子の交流や子育て相談、子育てに関するイベン トや講座などを実

施する中で、悩みを抱える保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機

関と連携 した支援を行 う。

事業名

きりんのお

ここにくら

つどいの広場 (も こもこ、

うち、どれみ、ぽけっと、

す)

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

保育課

事業IF元要

乳幼児のいる親子の交流や子育て相談、子育てに関するイベン トや講座などを実

施する中で、悩みを抱える保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機

関と連携 した支援を行う。
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事業名
母子・父子相談の充実 (母子・父子福

祉推進事業)

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

こども家庭課

事業イ
'死

要

母子・父子家庭の自立促進のため、就労支援、母子・父子福祉資金の貸付など

様々な相談に対応するとともに、悩みを抱える保護者の早期発見と対応に努め、

必要に応 じて関係機関と連携 した支援を行う。

事業名
児童扶養手当・ひとり親家庭等医療費

助成制度事務

担当部局

担当課・室

健康 。こども部

こども家庭課

事業メF児要
児童扶養手当や医療費助成の申請手続きに来た市民の中で悩みを抱える保護者の

早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し支援を行う。

事業名 こども総合相談
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

こども家庭課

事業概要

妊婦や18歳未満の子どもを持つ保護者・家族を対象に、社会福祉士、家庭児童相

談員等が子どもに関する不安や悩みの相談に応 じる。また、悩みを抱える保護者

の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し支援を行 う。

事業名 こどもの発達相談
担当部局

担当課・室

l建康・こども部

こども家庭課

事業概要

保健師、臨床心理士、社会福祉士などの専門職や言葉の相談員を配置 し、小学校

入学前までの子どもの発達上の課題、障がいに関する相談や18歳 までの子どもの

福祉サービスの利用の相談を受けるとともに、悩みを抱える保護者の早期発見と

対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し支援を行 う。

事業名
健康増進事業における健康相談 (電話

相談を合む)

担当部局

担当課 十室

健康 。こども部

健康課

事業概要
生活習慣病の予防や疾病の早期改善 と自己管理の意識向上を図るための相談を行

う。メンタルヘルスや休養等についての相談にも対応する。

事業名 健康増進事業における訪問指導
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業概要

生活習慣病の予防及び心身機能の低下防止と健康保持増進を図ることを目的とし

て、保健サービスと医療・福祉等の他のサービスとの調整を図 り、本人及びその

家族に対 して保健・栄養・口腔に関する必要な指導、相談を行う。メンタルヘル

スや休養等についての相談にも対応する。

事業名 母子健康手帳の交付
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業|'光要

妊娠の届出があった妊婦に対 して、母子手帳を交付 し、必要に応 じて保健指導を

行う。大きな不安を抱える保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機

関と連携 し支援を行 う。
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事業名 母子保健事業における訪問指導
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業イF児 要

妊産婦 。新生児訪問指導、こんにちは赤ちゃん訪問事業、乳幼児訪問指導、未熟

児 (低 出生体重児等)訪問指導、養育支援訪問事業を実施 し、保護者の育児不安

解消等のための支援を行う。こんにちは赤ちゃん訪問事業は、生後4か月までの

乳児のいる家庭に対 して様々な不安や悩みを聴き、子育て支援に関する情報提供

などを行うとともに、親子の心身の状況や養育環境などの把握や助言を行う。

事業名 母子保健事業における健康教育
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業IF児要

母親父親教室、離乳食教室、むし歯予防教室、幼児健診事後指導教室等を実施

し、妊娠中や育児についての不安の軽減を図るとともに、健全な母子関係の育成

等を支援する。新婚家庭への情報提供、父親のための育児情報の提供等も実施す

る。また、育児に不安を抱えた リスクの高い保護者の早期発見と対応に努め、必

要に応 じて関係機関と連携 し、支援を行 う。

事業名 母子保健事業における健康相談
担当部局

担当課・室

健康

健康

こども部

課

事業概要

育児相談 (来所・電話)、 インターネット離乳食相談、7か月児相談を実施 し、

育児不安の軽減・解消を図るとともにリスクの高い保護者の早期発見と対応に努

め、必要に応 じて関係機関と連携 し、支援を行 う。

事業名 母子保健事業における健康診査
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業概要

妊婦・4か月児・8～ 10か 月児・1歳6か月児、2歳児歯科・3歳児健康診査を実施

し、健康診査受診後は、必要に応 じて育児不安の解消等について事後指導を行

う。また、 リスクの高い保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関

と連携 し、支援を行う。

事業名 低出生体重児と保護者の集い
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業オ】児要

出生体重がおおむね1,700g未満の2歳以下の乳幼児とその保護者を対象に、親同

士が交流を図 り育児不安を取 り除く場を提供することにより、社会的な孤立を減

らす。また、親が育児に自信を持つことできるように支援するとともに、 リスク

の高い保護者の早期発見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し、支援を

行 う。

事業名 妊娠期からの児童虐待予防事業
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業概要

周産期医療機関、平塚児童相談所、平塚保健福祉事務所、こども家庭課と連携

し、妊娠期の段階から支援が必要と判断される妊婦等を把握 し、早期に必要な支

援を行う。育児不安等を軽減することにより、児童虐待の防止を図る。
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事業名 産後ケア事業
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業概要

4か月以内の乳児がいる初産婦が、日頃疲れた体を休めた り仲間づくりができる

産後ルーム「ママはぐ」を設置するとともに、産後の精神的な不安を解消するた

め産後メンタルヘルス相談を実施する。その中で、 リスクの高い保護者の早期発

見と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し、支援を行う。

事業名 休 日・夜間の緊急診療
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

健康課

事業イF兄 要
休日・夜間の急病患者に対する応急診療を実施する中で、 リスクの高い方の発見

と対応に努め、必要に応 じて関係機関と連携 し支援を行う。

事業名
教育相談事業「不登校児童・生徒訪問

相談」

担当部局

担当課・室

学校教育部

子ども教育相談センター

事業IF児要
不登校により家に閉じこもっている児童・生徒に対 して、学校・家庭・地域社会

と連携 しながら家庭訪間による相談・支援を行う。

事業名 教育相談事業「教育相談」
担当部局

担当課・室

学校教育部

子ども教育相談センター

事業オ
'元

要
心理的な悩みを持っている児童・生徒 とその保護者、教員を対象に、カウンセ リ

ング、遊戯療法、助言指導、他機関への紹介などを行 う。

スクールカウンセラー派遣事業
担当部局

担当課 :― 室

学校教育部

子ども教育相談センター

事業本F児 要

臨床心理の専門的な知識、経験を有するスクールカウンセラーを小 。中学校に配

置する。学校 と連携 し、児童生徒の家庭状況に配慮 しながら問題解決へとつなげ

る。①児童 。生徒へのカウンセリング及び支援 ②教職員および保護者に対する

助言・援助 ③児童・生徒へのカウンセリング等に関する情報収集・提供 ④教

職員に対するカウンセリング等に関する研修

事業名 スクールソーシャルワーカー派遣事業
担当部局

担当課・室

学校教育部

子ども教育相談センター

事業概要

社会福祉に関する専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを各

小 。中学校へ派遣する。学校 と連携 し児童生徒の家庭状況に配慮 しながら、問題

解決へとつなげる。①問題を抱える児童 。生徒が置かれた環境への働きかけ ②

関係機関とのネットワークの構築、連携 。調整 ③学校内におけるチーム支援体

制の構築、支援 ④保護者、教職員等に対する支援・相談・情報提供 ⑤教職員

等への研修活動
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事業名

精神科 リエゾンチームを配置 (精神科

医・精神科専門看護師・精神保健福祉

士)

担当部局

担当課・室

市民病院

精神科、看護科、(病院総務

事業オF児 要

精神科医・精神科専門看護師・精神保健福祉士等が自殺企図で受診・入院 した患

者に関わ り、身体的疾患の治療後必要に応 じて精神科病院への入院や受診、行政

など社会福祉制度につなぎ、再発防止に努める。

事業名 くらしサポー ト相談
担当部局

担当課 。室

社会福祉協議会

くらしサポー ト相談

事業概要
市民の生活相談等の自立相談支援事業をしている窓国に相談窓口案内 リーフレッ

トを配架をし、相談機関を周知する。

事業名 ホームレス自立支援施策
担当部局

担当課・室

社会福祉協議会

くらしサポー ト相談

事業概要

路上生活者が起居する場所を巡回 し相談を行 う他、医療機関との巡回健康相談、

風水害後の状況確認を行うことで、本人の生活実態や抱える様々な問題の把握を

し、本人の意思も踏まえた各種制度に関する情報提供や自立に向けた支援を行

う。

児童生徒がSOSを 出すことができる教育の推進

事業名 生き方・命の大切さを学ぶ機会の提供
担当部局

担当課・室

福祉部

福祉総務課

事業概要
中学生向けに、命の大切 さ、人と人とのつなが り、家族の絆、心の問題等をテー

マにした講演会を実施する。

事業名 青少年相談
担当部局

担当課・室

健康 。こども部

青少年課

事業概要

学校以外で相談できる場として青少年相談室を開設 し、電話 。来室 。メールで広

く相談を受け付け、問題解決を一緒に目指す。相談内容によっては他の専門機関

への紹介も行 う。さらに、自殺予防週間のある9月 及び自殺対策強化月間の3月

に合わせて自殺予防メッセージを盛 り込んだチラシ・リーフレッ ト等を作成 し

て、市内と近隣町の青少年とその保護者及び教職員宛てに配布する。
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いのちの授業実践の推進 (ハ ンドブッ

ク配付、実践事例収集、作文募集)

学校教育部

教育指導課

事業概要
道徳科や各教科等の授業などで行われている「いのちのかけがえのなさ、夢や希

望をもって生きることへの大切さ」などについての授業実践を推進する。

学校図書館における「こころと命の

本」の活用

学校教育部

教育指導課

事業概要

司書教諭 。学校司書 e図書委員会の子どもたちが中心となり、学校図書館内に

「こころと命の本」コーナーを設置している。図書館でのコーナー展示を通じ

て、広く児童生徒に「命の大切さ」を伝える。

「SOSの 出し方に関する教育」の推進
学校教育部

教育指導課

事業概要
市内小中学校で「自己肯定感や命の大切さを考える」取組を行う他、「SOSの 出

し方教育」等を各学校の実情に合わせて市内小中学校で実施する。

|

|

|
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